
建設緑政局補償審査委員会設置要領 

（目的） 

第１条 建設緑政局の公共施設の設置及びその工事（以下「事業」という。）

に伴い第三者に及ぼした損害に対する費用負担及び補償工事（以下「補償」

という。）について、「川崎市建設緑政局の事業の施行に伴う事業損失補償

事務処理要綱」（以下「要綱」という。）第１６条第２項に基づき、建設緑

政局補償審査委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、事業に起因して第三者に及ぼした損害に対する補償につい

て、次の各号に定める事項を審議するものとする。 

（１）事業と損害の因果関係を明らかにすること 

（２）川崎市と工事請負者等の責任分担の範囲を判定すること 

（３）適切な補償内容を決定すること 

（４）他に負担すべき者の有無を決定すること 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員長は、建設緑政局長をもって充てる。 

２ 副委員長は、道路河川整備部長をもって充てる。 

３ 委員長は、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代

理する。 

（委員） 

第５条 委員は、次の各号に掲げる職にある者をもって充てる。 



（１）総務部長 

（２）緑政部長 

（３）道路河川管理部長 

（４）庶務課長 

（５）技術監理課長 

（６）道路整備課長 

（議事） 

第６条 委員会は、必要に応じて、委員長が召集する。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ開催することができない。 

３ 委員長が必要があると認めたときは、委員会の会議に関係職員の出席を求

め、その意見又は説明を聞くことができるものとする。 

４ 議事は、出席委員の過半数をもって決定し、可否同数のときは、委員長が

決定する。 

（事案の付議） 

第７条 委員会に付議したい事案のある者は、その審議資料を第１０条に規定

する事務局へ提出し、委員会の開催を要請することができる。 

（帳票の様式） 

第８条 前条の審議資料は、以下とする。 

（１） 補償審査委員会議案書 

（２） 事業損失調書 

（３） 各議案に応じて、要綱に則り、作成した資料 

（報告） 

第９条 補償の概算金額が２５０万円以下の事案については、第２条の規定に

かかわらず、要綱第１６条第１項ただし書の規定に基づき、道路河川整備部



長との協議により、所管する担当部長が第２条各号の事項を決定することが

できるものとする。 

２ 前項に基づき処理した事案は、必要に応じて委員会に報告するものとする。 

（事務局） 

第１０条 委員会の事務局は、道路河川整備部公共用地課に置く。 

附 則  

（施行日） 

 この要領は、平成１１年３月１５日から施行する。 

  附 則 

（施行日） 

 この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 

  附 則（平成１９年１１月２２日１９川建用１第３３６号） 

 （施行日） 

 この要領は、平成１９年１１月２２日から施行する。 

  附 則（平成２０年４月１日２０川建用第３２号） 

 （施行日） 

 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

  附 則（平成２２年３月３１日２１川建庶第１８３９号） 

 （施行日） 

 この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

  附 則（令和５年３月２８日４川建公第８８５号） 

（施行日） 

 この要領は、令和５年４月１日から施行する。 


